
平成29年度 平成28年度

企 画 部 11,546,527 8,336,110

<企 画 政 策 局>
○29 ○28

企 画 総 務 課
Ⅰ 企 画 総 務 費

1. 企画事務事業 ○単 28,689 26,748 政府に対する制度改正等の提案・要望及び県政の調査調整

に要する経費

2. コスモパーク加太対策 638,475 636,455 コスモパーク加太の一部を賃借し、企業誘致用地や防災対

事業 ○単 策用地として利活用を図るために要する経費

Ⅱ 計 画 調 査 費

1. 県勢活性化企画調整事 18,545 8,545 県勢活性化につながる新たな施策の立案や施策化に必要な

業 ○単 調査・検討を行うために要する経費

2．○新データ利活用推進事 18,649 － 本県の産学官におけるデータ利活用を推進するため、「和

業 ○補○単 歌山県データ利活用推進センター（仮称）」の平成30年４

月開所に向けた準備やデータ利活用に関するシンポジウム

の開催等に要する経費

文 化 学 術 課
Ⅰ 一 般 管 理 費

1. 県民文化会館機器整備 42,785 247,712 県民文化会館の空調関係機器及び駐車場照明器具等の整備

事業 ○単 に要する経費

2. 南方熊楠顕彰事業 ○単 15,101 8,398 （公財）南方熊楠記念館の事業補助に要する経費

3. 文化振興事業委託事業○単 48,628 52,128 文化振興事業の委託に要する経費

4．○新旧和歌山県議会議事 7,367 － 旧和歌山県議会議事堂の維持管理事務委託に要する経費

堂管理事務委託事業 ○単

Ⅱ 諸 費

1. 和歌山県文化関係表彰 5,028 5,176 和歌山県文化表彰（文化賞、文化功労賞、文化奨励賞）及

事業 ○単 び名匠表彰に要する経費

2. 第71回県展事業 ○単 12,730 12,730 本県の美術文化振興を図るため、第71回県展の開催に要す

る経費

3. 文書館管理運営事業 ○単 15,515 15,654 歴史資料として重要な古文書・行政文書を収集・保存し、

調査研究等を行う文書館の管理運営に要する経費

4．文化・スポーツ振興助 20,112 30,112 文化・芸術・学術・スポーツ等に係る国際大会から草の根

成事業 ○単 レベルまで様々な取組に対する支援に要する経費

5．文化芸術地域活性化事 9,240 9,240 地域の文化芸術活動を活性化させるため、優れた文化芸術

業 ○補 の創造発信に要する経費

6．ジュニア芸術育成（ジ 5,664 5,046 本県の美術文化振興及び次世代を担う芸術家育成を図るこ

ュニア県展）事業 ○単 とを目的としたジュニア県展の開催に要する経費

7．偉人顕彰シンポジウム 9,950 9,950 東京において、和歌山県の先人の功績を讃えるためのシン

事業 ○単 ポジウム開催に要する経費

8．○新国民文化祭準備事業○単 2,813 － 平成33年度に開催が内定した国民文化祭に向けて、基本構

想の策定等に要する経費
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9．○新南葵音楽文庫関連事 8,927 － 南葵音楽文庫の有効活用を図るために、寄託元である読売

業 ○単 日本交響楽団を招へいしオーケストラコンサートを開催す

るために要する経費

10．○新陸奥宗光シンポジウ 3,440 － 没後120年を迎える陸奥宗光を顕彰するためのシンポジウ

ム事業 ○補○単 ムを県内で開催するために要する経費

Ⅲ 計 画 調 査 費

1. 大学の地域貢献支援事 3,576 3,576 県内の高等教育機関が共同で行う地域の活性化のための研

業 ○単 究等に対し支援するために要する経費

2. 和歌山大学南紀熊野サ 3,805 3,805 紀南地域の高等教育環境の充実のため、南紀熊野サテライ

テライト運営支援事業○単 ト連携協議会を通じ和歌山大学南紀熊野サテライトを支援

するために要する経費

Ⅳ 私 立 学 校 費

1. 私立学校振興事業 4,159,024 4,141,983 私立学校の指導育成及び私学振興を図るための補助に要す

る経費

○補私立高等学校等経常費補助金 3,337,578

○補私立幼稚園預かり保育推進補助金 50,384

○補○単私立高等学校授業料減額補助金 30,327

○補○単私立幼稚園障害児教育教育費補助金 31,752

○単私立学校教育研究事業費補助金 3,032

○単日本私立学校振興・共済事業団補助金 13,801

○単私立学校教職員退職金社団補助金 35,995

○単私立専修学校等運営事業費補助金 3,217

○補高等学校等就学支援金 578,238

○補奨学のための給付金 52,752

○受専門学校授業料等負担軽減事業補助金 900

○補幼児教育の質の向上のための緊急環境整備補助金

2,396

○補私立中学校等修学支援実証事業費補助金 11,800

○補認定こども園等への円滑な移行のための準備支援

事業費補助金 4,800

○補○単その他指導育成事務費等 2,052

国 際 課
Ⅰ 諸 費

1. 語学指導等外国青年招 12,004 12,823 国際化社会に対応するため、外国青年の招致等外国語教育

致事業 ○単 の充実及び地域における国際交流の推進に要する経費

2. 友好（姉妹）提携等交 47,599 57,858 友好（姉妹）提携県、省、州、在外県人会をはじめ、世界

流推進事業 ○単 の様々な国と観光、経済、文化等の幅広い分野で交流を深

め、相互の発展を促進するために要する経費

3. 和歌山県国際交流セン 40,325 40,325 国際交流センターの指定管理者による管理運営に要する経

ター維持運営管理委託 費

事業 ○単

4. 渡航事務受託事業 ○単 25,752 25,952 旅券の発給及び海外渡航情報の提供に要する経費

5．アジア・オセアニア高 9,294 9,294 グローバル社会で活躍できる人材を育成するため、県内外

校生フォーラム事業 ○単 高校生を対象に、アジア・オセアニア諸国から招待した高

校生との意見交換会やプレゼンテーション等の開催に要す

る経費
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調 査 統 計 課
Ⅰ 統 計 調 査 費

1. 労働力調査事業 ○受 12,734 11,564 国民の就業状態や就業者の産業別構成の変化等を調査し、

雇用・失業対策等の基礎資料を得るために要する経費

2. 家計調査事業 ○受 19,431 18,862 家計の実態を調査し、国民生活における家計収支の分布と

構造及びその地域的差異を明らかにし、経済政策や社会政

策を立案する基礎資料を得るために要する経費

3. 毎月勤労統計調査事業○受 18,104 13,317 労働者を雇用している事業所について、給与、雇用状況、

労働時間を調査し、景気判断や各種政策決定等の資料を得

るために要する経費

4．平成29年就業構造基本 38,025 － 国民の就業及び不就業の状態等を調査し、全国及び地域別

調査事業 ○受 の就業構造に関する基礎資料を得るために要する経費

5．○新統計データ利活用冊 845 － 統計が活用されている例等をわかりやすく紹介する冊子を

子普及事業 ○単 作成し、県内の小学６年生への配付や出前授業での活用に

より統計の利活用や大切さについて理解を深めてもらうた

めに要する経費

情 報 政 策 課
Ⅰ 企 画 総 務 費

1. 行政情報化推進事業 ○単 60,641 59,992 電子申請や電子収納等のシステム運用、総合行政ネットワ

ークへの接続等の行政情報化の推進に要する経費

2. 庁内システム運用管理 307,613 562,493 大型汎用コンピュータシステムの運用・維持管理、各シス

事業 ○単 テムの開発・改修に要する経費

Ⅱ 計 画 調 査 費

1. 情報交流センターＢｉ 156,124 155,660 Ｂｉｇ・Ｕの指定管理者による施設運営及び館内情報シス

ｇ・Ｕ運営管理事業 ○単 テムの運用保守に要する経費

2. 行政ネットワーク基盤 972,401 826,131 県域情報ハイウェイ「きのくにｅ－ねっと」及び行政情報

運用管理事業 ○単 システムの運用・管理に要する経費

3. 防災・減災ＦＭラジオ 9,659 232,131 災害時に県民に対し必要な情報を迅速に伝達するためのＦ

中継局運用保守事業 ○単 Ｍラジオ中継局の運用・保守に要する経費

4. Ｗｉ－Ｆｉつながるプ 3,347 3,347 県民等の利便性向上のために県有施設に設置したＷｉ－Ｆ

ラン事業 ○単 ｉアクセスポイントの運用・保守に要する経費

5. 携帯電話等エリア整備 35,575 － 携帯電話の不感解消を図るため、携帯電話用鉄塔施設整備

事業 ○補 事業を行う市町村の補助に要する経費

6. ○新和歌山ワーケーショ 5,546 － 全国に先駆けてワーケーションを提唱・推進するため、東

ンプロジェクト事業 ○補 京でのフォーラム開催等に要する経費

<地 域 振 興 局>

地 域 政 策 課
Ⅰ 計 画 調 査 費

1. 地域政策推進事業 ○単 25,467 27,247 振興局が地域の実情にあった独自の施策を展開する「振興

局政策コンペ事業」及び各団体等の地域づくりを支援する

「地域・ひと・まちづくり補助事業」に要する経費

2. 地域づくり活動支援事 7,840 7,775 県内で活動している地域づくり団体等の自主的・主体的な

業 ○単 地域づくり活動を支援するために要する経費
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3. わがまち元気プロジェ 20,000 14,698 地域資源を活用した新たな産業づくりやスポーツを核とし

クト支援事業 ○補○単 たまちづくりに取り組む市町村の支援に要する経費

4. サイクリングロード利 16,515 － サイクリングルート等のサイト作成やサイクルステーショ

用促進事業 ○補 ンの認定、サイクリングイベントの開催に要する経費

Ⅱ 土地利用対策費

1. 土地利用調整事業 ○受○単 5,571 5,278 国土利用計画法と土地利用基本計画の運用に要する経費

2. 地価調査事業 ○単 17,300 19,437 土地取引の指標のひとつとなる基準地価格等の調査・公表

に要する経費

3. 地籍調査事業 ○補 2,177,730 2,404,249 地域の開発、保全及び利用の高度化に資するとともに、地

籍の明確化を図るため一筆ごとに調査・測量を行い、地籍

図・地籍簿を作成するために要する経費

Ⅲ 水資源対策費

1. 水資源対策事業 ○受○単 951 966 渇水・利水調整及び水の作文コンクールに要する経費

2. 紀の川流域水源地域整 30,329 34,800 紀の川利水対策により影響を受ける地域の総合的な整備振

備振興補助事業 ○単 興を図るため、市町等が実施する事業に対する助成に要す

る経費

3. 大滝ダム維持管理負担 29,210 29,671 大滝ダムの利水の権利を維持するために要する経費

事業 ○単

過 疎 対 策 課
Ⅰ 計 画 調 査 費

1. 紀伊半島地域振興対策 7,530 6,930 紀伊半島の振興と活性化を図るため、総合的な施策を実施

事業 ○補○単 するとともに、「紀伊地域半島振興計画」の推進に要する

経費

2. 移住・交流推進事業○補○単 9,046 10,160 移住・二地域居住の推進を図るため、市町村の取組を支援

するとともに、官民が連携した推進組織による全県的な受

入態勢の充実に要する経費

3. 過疎集落再生・活性化 30,000 40,000 ふるさと生活圏単位で日常生活機能の確保や地域活性化を

支援事業 ○単 図る総合的な取組を推進する上で、特に緊要な事業の支援

に要する経費

4. 移住推進空き家改修支 19,873 16,000 地域の空き家を積極的に活用し、移住を推進するため、移

援事業 ○補 住者等が行う空き家改修の支援及び空き家バンクの管理・

運営に要する経費

5. 移住・定住大作戦事業 181,523 84,750 移住に係る相談対応、ニーズに合わせた相談会や現地体験

○補○単 会の開催、若年移住者への奨励金、起業・継業支援等によ

り、移住者に寄り添ったサポートを展開するために要する

経費

総合交通政策課
Ⅰ 企 画 総 務 費

1. 関西国際空港整備促進 1,710 1,710 関西国際空港の国際拠点空港としての強化を図るため、集

事業 ○単 客・利用促進事業やエアポートプロモーションの実施によ

る関西国際空港の需要喚起に要する経費
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Ⅱ 交 通 対 策 費

1. 太平洋新国土軸・紀淡 1,155 1,155 太平洋新国土軸構想推進協議会等との連携のもと、紀淡海

海峡交流推進事業 ○単 峡ルートを含む太平洋新国土軸構想を推進するために要す

る経費

2. 地域交通確保維持改善 128,082 134,951 地域住民の日常生活上欠かせないバス路線（地域間幹線系

事業 ○単 統）を運行する事業者への助成に要する経費

3. 運輸振興助成事業 ○単 129,829 140,546 公共輸送機関の輸送力の確保やコスト上昇の抑制を図ると

ともに、地域交通における輸送サービスの改善に資するた

めに要する経費

4. 紀淡海峡ルート・フリ 1,050 2,470 関空・紀淡・四国高速交通インフラ期成協議会等の活動を

ーゲージトレイン整備 通じて、県内外において、高速交通インフラ整備の必要性

促進事業 ○単 等の情報発信を行い、機運醸成を図るために要する経費

5. 和歌山電鐵貴志川線支 84,070 89,370 貴志川線が安全に継続運行するため、和歌山電鐵（株）が

援事業 ○単 行う設備の整備費用に対する支援に要する経費

<人 権 局>

人 権 政 策 課
Ⅰ 社会福祉総務費

1. 人権相談窓口設置事業○単 3,254 3,355 （公財）和歌山県人権啓発センターへの人権相談事業の委

託等人権相談窓口設置に要する経費

人権施策推進課
Ⅰ 社会福祉総務費

1. 人権啓発事業 ○受○単 12,810 11,596 県民の人権意識の高揚を図るため、人権啓発活動の実施に

要する経費

2. 人権尊重の社会づくり 25,620 26,215 市町村、企業、団体等との連携・協働により、すべての人

推進事業 ○単 の人権が尊重される社会の構築に要する経費

3. 人権啓発センター運営 63,478 61,867 （公財）和歌山県人権啓発センター運営支援に要する経費

補助事業 ○単

4. 人権啓発推進事業 ○受○単 14,283 14,149 （公財）和歌山県人権啓発センターへの人権啓発事業委託

に要する経費

5. 人権研修支援事業 ○受 955 955 企業等の自主的・主体的な人権啓発の取組を促進するた

め、研修会開催に要する経費
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